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●梅木議員の代表質問と答弁（大要）を紹介します。 

１１月定例会 代表質問 

梅木のりひで（日本共産党、京都市左京区） ２０１０年１２月２日 

知事は京都の大企業に内部留保の府民への還元を強く働きかけよ 

労働者派遣法の抜本改正による正規雇用の拡大、雇用のルール確立、下請保護強

化を国に求め、府としても体制強化せよ 

【梅木】日本共産党の梅木紀秀です。日本共産党府会議員団を代表して、知事に質問します。 
民主党政権は数々の公約違反で、国民の支持を失い、内政でも外交でも、混迷を深めています。この混迷

を打開するためには、財界中心、アメリカいいなりのこの政治を転換することが必要です。そのことを念頭

におきながら、経済問題を中心に質問いたします。 
１０月２６日付の経済雑誌「エコノミスト」に、新日鉄系のシンクタンクのチーフエコノミストである北

井義久氏が、「日本経済の最大の問題点は、賃金が上がらないことである」「賃金を上げることが、経済成長

を実現するための必須条件である」と書いておられます。まさにその通りで、政府統計によれば、民間平均

給与は、１９９７年の４６７万円から、２００９年には４０６万円へと１２年間で、年６１万円、月にして

５万円も下がっています。これでは、経済が落ち込むのは当たり前です。９７年の橋本内閣以来、自公政権

がすすめた派遣労働の拡大や規制緩和、市場原理優先の「構造改革」で、急速に貧困と格差が拡大しました。

その結果、消費が落ち込み、日本のＧＤＰは、９７年の５１５兆円から、０９年には４７４兆円へと、１２

年間に４１兆円も下がっています。日本は、成長どころか、ＧＤＰが衰退する世界に例のない国になってい

るのです。 
一方でこの間、大企業の内部留保は、９７年の１４２兆円から０９年には２４４兆円と１２年間に１０２

兆円も増えています。高度成長時代には、企業がもうかれば、労働者の賃金が上がり、庶民の生活が豊かに

なるという「トリクルダウン」の理論が一定通用しましたが、「構造改革」路線の下でこの理論は、もはや通

用しなくなっていることは明らかです。 
日銀の白川総裁は国会答弁で、「大企業、大銀行の経営者からも『お金が余って仕方がない』『使い道がな

くて困っている』という話を聞く」と答弁していますが、大企業の内部留保の２４４兆円の１％、２兆４千

億円を取り崩せば、年収４００万円の労働者を６０万人雇用することが可能なのです。そして、その２兆４

千億円が国内需要として循環、波及拡大し、ＧＤＰを押し上げる効果があることは明らかです。企業が貯め

込んだ内部留保を下請企業に、また労働者の賃金として、社会に還元することが、日本経済を再生する道で

す。 
北井氏は、さらに「個々の企業が剰余金を貯め込むのは合理的な選択だ。しかし、企業セクター全体がこ

のような選択をしているために、合成の誤謬が起きて、最終需要が増えない。」「賃上げをしないと、結局企

業も損をする。」「このような状態を『市場の失敗』と呼ぶ。まさに政府の出番だ」と述べています。 
統計によると京都府の府民雇用者報酬は９７年の５兆４６００億円から、０７年には５兆円に、１０年間

で４６００億円も減っています。その一方で、京都府内の大企業の「利益剰余金」は、今年９月時点で、上

位１０社だけでも５兆円を超えています。京都においても同じことが言えます。 
貯め込んだ内部留保を、下請単価の引き上げ、新規採用枠の拡大、賃上げなどで、中小企業や労働者に還

元するよう、知事が京都の経済界に強く働きかけるべきです。また、「市場の失敗」をただすために、労働者
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派遣法の抜本改正で正規雇用を拡大すること、新卒者の雇用促進やリストラ・解雇の規制強化など雇用のル

ールを確立すること、下請保護の強化などを国に求めるとともに、京都府としても雇用のルールを守り、下

請を保護するための体制強化を図るべきです。知事のご所見をうかがいます。 

中小企業支援、中小企業振興基本条例の制定について 

【梅木】次に、中小企業支援について質問します。 
政府はエコカー減税、家電エコポイントなど、大企業中心の緊急経済対策を実施しましたが、その結果、

先日発表のあった東証１部上場企業の９月中間決算は、経常利益が前年同期に比べて、約２．４倍、１３兆

９千億円にも上ると報道されました。しかし、国民には経済が上向いたという実感はありません。一方で、

この１年間に大企業の内部留保は１１兆円も増えているのです。 
さらに、今後の経済見通しについて、新聞では「下半期は円高の進行、エコカー補助金の終了、家電エコ

ポイントの段階的縮小で、景気は減速の見込みで、多くの企業が海外展開をさらに加速し、海外生産の強化

で円高に対する抵抗力を強める方針だ」と報道されています。日本電産の永守社長も、海外進出で円高対応

をすすめていくと発言していますが、これでは、国内産業は空洞化し、ますます国内需要は細ってしまいま

す。高校、大学を卒業したけれど、就職先がないという状況がいっそう深刻になります。これでいいのでし

ょうか。 
京都でも、綾部のトステムや舞鶴の日本板硝子関連企業の海外移転、グンゼの綾部工場の一部閉鎖など、

海外生産にシフトする事例が相次いでいます。その中で、１０月１７日「京都府上海ビジネスサポートセン

ター」がオープンしました。京都新聞１１月１０日付の紙上で、知事は「普通の企業が中国に目を向ける時

期が来ている」「中小企業も安心して（中国に）進出できる環境をオール京都でつくろうと考えた」「経済の

グローバル化に真正面から向き合い」「地域間競争を勝ち抜きたい」と述べていますが、国内産業の空洞化、

雇用の空洞化をすすめ、京都を衰退させる結果になるのではありませんか。京都の地域産業と経済を支え、

京都のものづくりの技術を守るために頑張っている中小業者への支援をこそ強化すべきです。そのために、

政府が今年６月に閣議決定した「中小企業憲章」を踏まえて、「中小企業振興基本条例」を制定し、中小企業

の代表が入った「地域経済振興会議」を発足させ、学識経験者の協力を得て、地域経済活性化のための振興

計画を作成するべきではありませんか。知事のご所見をうかがいます。 

官公需の中小企業発注率をさらに高め、官公需適格組合への発注を高めよ 

【梅木】次に、官公需と地域経済の活性化についてです。 
政府の「構造改革」路線のもと、全国の自治体で民間委託、指定管理者制度、ＰＦＩなど公共サービスの

「市場化・民間化」がすすめられました。京都府も、正規職員を大幅に削減し、委託先の低賃金労働者や臨

時職員に置き換え、ワーキングプアを生みだしてきました。年収２００万円以下の労働者が１０００万人を

超えるという「憂うべき日本の現状」を、国と自治体も率先してつくりだしてきたのです。その結果、地域

経済を衰退させ、住民の担税力を奪い、自治体財政を悪化させてきました。この悪循環を断ち切る必要があ

ります。 
そして、民需が低迷している時だからこそ、国や地方自治体が官公需を活用して、地域の中小業者の仕事

をつくり、地域経済を活性化させることが求められています。官公需法では、発注に際して「中小企業者の

受注の機会の増大をはかるように努めなければならない」と国と地方自治体に努力を求めていますが、６月

１８日に閣議決定された今年度の「契約の方針」には、「ダンピング防止対策の推進」の項目が新たに盛り込

まれました。また、役務分野についての実態調査を行うとともに、入札価格の内訳書の徴収を徹底し、労働

基準法や独禁法に基づく違反がないかチェックをおこなう、としています。京都府においては、公共調達の

あり方について一定改善が行われてきましたが、今年度の「契約の方針」に基づいて、具体的にどう改善さ
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れますか。特に、役務分野の実態調査を行う予定はありますか。また、官公需の中小企業発注率をさらに高

めること、官公需適格組合への発注を高める必要があると思いますが、いかがですか。 

府の仕事は京都の業者へ発注を 

公契約条例を制定し、最低賃金の引き上げを 

【梅木】京都の経済を温めるためには、京都府の仕事をなるべく京都の業者に発注すること、京都のお金を

京都の中で回すことが大切です。地域外の業者に発注すれば経済効果は減退します。この点では、スクール・

ニューディール事業で、学校の地デジ対応テレビが東京の大手商社に落札され、「緊急経済対策と言いながら、

地域にまったくお金が落ちていない」と京都府電機商業組合はじめ業者団体から申し入れがあり、その後、

地元業者に配慮した発注へと改善されましたが、「安ければよい」ではなく、地域経済に配慮した公共調達・

公契約への転換が求められています。 
そこで、具体的に１点うかがいます。ホームページや府民だよりの広告募集業務が福岡市の業者に委託さ

れています。決算審議では、「入札で一番高い業者に委託した」ということでしたが、広告を出しているのは

ほとんどが京都の業者です。京都のお金が福岡に流れていることになります。電子入札で、どこからでも入

札できるようになり、府外の業者がどんどん参入できるわけです。それだけに、京都の業者に発注し、京都

の経済を活性化させるための努力と条例上の措置が必要です。そのためにも、中小企業振興基本条例を制定

するべきです。知事の考えをお聞かせください。 
京都府の公共工事や受託業務などで働く人たちの賃金を引き上げることは、京都の消費購買力を高めるこ

とになります。今年２月に全国で初めて公契約条例を制定した千葉県野田市では、公契約で働く人々の最低

賃金がアップされましたが、それだけでなく地域全体の最低賃金を押し上げる効果があるとのことです。野

田市に続いて、川崎市や東京の国分寺市が公契約条例を１２月議会に提案する予定で、世田谷区や相模原市

などでも、制定に向けて動きが広がっています。 
先日、長岡京市の公共工事現場を訪問し、聞き取り調査を行いました。３４歳、経験１６年の型枠大工さ

んは、「手間賃は１日１万２千円で、多くて月２０日、年平均では月１５日程度しか仕事がない、これでは家

族を養っていくことができない」とのことでした。ベテランの鉄筋工の方も同じでした。設計労務単価より

はるかに安い手間賃になっているのです。府の公共工事で働く人たちの賃金の「実態調査」をぜひ実施して

いただきたい。そして、京都府でも最低賃金を引き上げるために公契約条例を制定すべきです。いかがです

か。 
以上お答えください。 

【知事】経済問題について、今の先行き不安定な状況、そして円高の状況などをふまえて、企業というもの

が将来の危機に備えている形ででておりますので、資本主義、自由主義経済のもとでは、こうしたものをど

うやったら脱していくのかという成長戦略をもとにした改革でありますとか、税制の改革、こうしたものが

前提になってくると思いますので、これは大変国の役割が大きいというふうに私は考えております。 

 京都に対しましては、中小企業の投資拡大とか、さらには学研地域等の特色を活かした成長戦略等を示す

ことによって、内需を喚起してしっかりした形での投資がすすむようにしていきたいと思っています。 

 これまでから、私どもは雇用につきましては、京都の雇用創出活力会議を通じまして、中小企業の支援に

積極的に取り組んでまいりましたけれども、さらに、府内経済界に対する正規採用枠の拡大等の要請につい

ても、京都労働局長や京都市長との連名で行ってきたところです。 

 労働者派遣法については、これは社会保障国民会議等の場を通じて、その改正を強く求めてまいりました
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けれども、未だに成立しないことは非常に残念だと思っているところです。非正規労働ホットラインの開設

等の労働相談体制の強化も連携を強めてまいりました。 

 下請取引につきましても、府の「京都産業２１」に下請のかけ込み寺を設けまして、専門の職員を配置し、

弁護士による相談等を行っている他、国に対しましても下請法に基づく指導の強化を要望しているところで

す。 

 次に、「上海ビジネスサポートセンター」ですけれども、これは、中国がこれまでの製造拠点から新しい市

場として著しい発展を続けているわけであり、京都企業が生き残るためのマーケットという形で有望と見込

まれている。ですから６月補正予算においても委員会でも本会議でも全会一致の議決をいただき設置したも

のです。具体的には伝統工芸品や食品、生活関連用品、ハイテク製品等、京都の中小企業の市場開拓や販路

開拓の支援、市場ニーズに基づく商品開発、観光誘客や企業誘致にも活用していきたいというものであり、

京都は中小企業にとってはどれも重要なものだというふうに考えております。 

 中小企業の振興に関する条例については、中小企業憲章の理念と方向性を同じくする「京都府中小企業応

援条例」を平成１９年度に既に制定をしております。本条例は、全ての府内中小企業を対象とし、中小企業

の経営の安定及び再生、成長発展の促進、知的財産活用等の促進・支援、人材育成の４本柱を示していると

ころであり、具体的な施策を盛り込んだ先駆的なものであり、名前を変えても、別にそんなに大して意味は

ないと思っています。この条例に基づきまして、これからも私たちは、しっかりとした中小企業投資を中心

として、中小企業の支援体制を、セーフティネット対策とともに取り組んでいまいりたいと思っています。 

次に、ダンピング防止対策についてですが、公共工事の入札制度、総合評価、競争入札の導入や最低制限

価格や低入札調査基準価格の最底水準の引き上げ等、今も評価をいただいたところであります。 

また、お尋ねの役務分野への実態調査ですが、既にダンピング防止の観点から庁舎等の清掃等につきまし

ては、契約前に提出を求める入札企画書によって、最低賃金が守られているか個別に確認しておりますし、

契約書に労働環境条例の遵守を明記したとともに、人件費比率が高い草刈りなどの入札での最低制限価格を

設定するなど、様々な措置を講じて、個別の契約ごとに実行性ある取り組みを進めているところであり、こ

うした取り組みをこれからもしっかりと進めていきたいと考えています。 

仮に、不適正な事案がうかがえれば、それは実情を把握し、法令順守を求めることはもちろんであります

し、労働基準監督署への情報提供を行うなど、引き続き労働規約等の環境の万全を期してまいりたいと思い

ますので、こうしたことを通じ、実態の把握をしていきたいと考えております。 

なお、官公需の発注については、これまでから毎年閣議決定されております、中小企業者に関する国等の

契約方針を官公需庁内連絡会議など、様々な機会を通じて周知しており、府内中小業者への官公需発注促進

や官公需適格組合の活用をしているところであり、引き続き府内中小業者への官公需発注につとめてまいり

たいと考えています。 

議員ご指摘の広告につきましては、あくまで、最も高額の広告料収入を京都府民にもたらす事業者と契約

を締結したものであり、府民の税金がだされたものではなく、府民の収入をもたらすものであります。なお、

先ほどお答えしましたが、府の中小企業応援条例に基づきまして、創設後間もない京都企業の製品を京都府

が随意契約で購入できる中小企業チャレンジバイ制度を設けるなど中小企業の実態に応じたきめ細かな支援

を展開し、京都の中小企業が厳しい受注競争に勝ち抜けるよう、これからも努めてまいりたいと考えていま

す。 

次に、公契約条例についてですが、やはり、賃金や労働条件に関する問題につきましては、基本的にはや

はり、公契約のみならず私契約も含め、統一した見地からナショナルミニマムとしてつくっていくのが一番
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基本であろうと私は考えております。そうした面から申しますと、各地で今、統計がいくつか出てまいりま

した公契約条例についても、そういったものの効果とか、それはやっぱり見極めていくのが私は先だと思っ

ておりまして、私どもとしてはあくまで主体的に事業者に対して入札参加制度の改善でありますとか、元請

け、下請単価の適正化の指針を定めまして、その遵守を契約に明記するとともに、もしも問題があれば是正

の措置を義務づけることを検討してまいりましたけれども、こうした下請へ発注するなかで適正な労働環境

を確保する対策を進めていきたいと考えています。 

なお、賃金の実態につきましては、京都府も協力し、毎年国におきまして公共事業の労務上の調査が実施

されておりますので、その中で工事費の積算に使用する設計労務単価にも反映されていると考えております。 

【梅木】中小企業憲章に基づいて、中小企業応援条例も、すべての中小業者が対象だとおっしゃいましたが、

改めて、中小企業をしっかり地域の経済をまわしていく上で応援していくということを考えていく必要があ

ると私は思うのです。私どもは中小企業振興基本条例をぜひもう一度検討していただきたいと思います。 

 地元業者への応援をするということでは、スクールニューディールの問題で、大手に発注するということ

が問題になった。今までの、とにかく京都府の支出を入札で少なくする、それからさっきの広告で言えば高

くするということで、府の財政からものを考えるというやり方を進めているわけですが、そこのところを、

安ければいいだけではなくて、地域経済をどうやってしっかり回していくのかという、いわば地域内再投資

力といわれますが、地域の中でお金が再投資され回って行く、そういうふうな形に、官公需を通じて高めて

いく必要があると思います。 

 公契約条例については、やっぱりそこで働く人の収入を上げていって、全体に日本の労働者の賃金を上げ

ていくという方向に行政が努力をしていくという意味があると思います。 

 ちなみに設計労務単価が、デフレスパイラルみたいにだんだん下がって行くということで、悪循環になっ

ておりますので、私は、充分に府としても公契約条例を検討していただきたいというふうに思います。 

経済効果抜群の「住宅リフォーム助成」の実施を 

【梅木】次に、「住宅リフォーム助成」について質問させていただきます。住宅着工件数が減り、住宅不況の

中で仕事がなくて困っている地域の工務店や大工さんなど零細な業者への仕事おこしとして、「住宅リフォー

ム助成」の実施を繰り返し求めてきました。 
知事総括質疑で、加味根議員の質問に、知事は「補助することによってリフォーム工事が増えたのかどう

かが問題だ」と逆質問されましたが、秋田県では、総務省の「住宅・土地統計調査」との比較で、「建設投資

額は２・５倍に、１２８億円から３２６億円に１９８億円も増えている」と議会で報告されています。リフ

ォーム助成の効果は明らかです。１１月末の申請件数は１２８３２件で、月平均１５００件のペースは衰え

ていません。 
また、知事は「贅沢なリフォームまで助成して、府民の理解が得られるか」とも答弁されましたが、秋田

県では、２０万円という上限額が設定されており、けして贅沢なリフォームへの助成ではありません。何よ

りも、緊急経済対策として大きな効果を発揮しているからこそ、秋田県では県民の支持を得、すでに全国１

７５の市区町村にひろがり、隣の岩手県議会、宮城県議会でも「実施を求める請願」が全会一致で可決され

ているのです。なぜ知事は、いろんな理由をつけて効果抜群の「住宅リフォーム助成」を実施しないのです

か。逆に府民から疑問がでています。実施すべきです。 
また、知事は「住宅リフォーム助成は、耐震改修、バリアフリーなどで実施している」と答弁されてきま

したが、２１年度にそれらの事業がどれほど進んだか、ご存知ですしょうか。高齢者のバリアフリーの住宅

改修助成の２１年度実績は、わずか５世帯１７万５千円の補助です。耐震改修は、わずか５７戸です。耐震
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改修のペースはあまりにも遅すぎるのではありませんか。京都府の「耐震改修促進計画」は、平成２７年度

までに耐震化率を９０％に高めるとし、そのために、２万６千戸の耐震改修助成をすすめるという方針です。

ところが、この３年間で進んだのは、たったの９７戸です。あまりにも遅れています。 
ここに、建設交通部が最近作成した耐震改修の事例集があります。表紙に「我が家の地震対策－リフォー

ムの時こそチャンス！」とあります。「リフォームと合わせれば、解体費用も、工事期間も少なくてすむ」と

耐震改修をすすめています。耐震改修をすすめるためにも、「住宅リフォーム助成」が有効だということでは

ありませんか。緊急経済対策としても、遅れている耐震改修やバリアフリー改修をすすめるためにも「住宅

リフォーム助成」を実施すべきです。お答えください。 

【知事】住宅リフォーム制度についてですが、私は上限２０万円でも、やはりお金持ちの贅沢なリフォーム

について税金をつぎ込むということは、やっぱりちょっとおかしいなと思っております。 

 経済効果の面につきましては、正に、積み重ねていく、行政目的を積み重ねていってこそ、やはり税金の

使い方としては一番正しいのではないかと考えています。 

 なお、耐震改修につきましては、秋田県がおこなったサンプル調査、７００件おこなったそうですけれど

も、耐震改修の申請はなかったというふうに聞いております。私どもは、やっぱり今後とも、しっかりと税

金の有効活用にむけて取り組んでまいりたいと考えております。 

【梅木】住宅リフォーム助成ですけれども、秋田県は、耐震改修助成はまた別であって、それとは別に住宅

リフォーム助成をやって、合わせてやっているわけです。だから、それは中に含まれていないということで

はないのです。秋田県の方を調べて頂いたようなので、さらに調べて頂きたい。特に３０万円、特別に耐震

改修の制度は国の今回の補正予算で組みましたね。そういうふうなものを活用しながら、そこにリフォーム

助成を加えて、先ほどのパンフも含めて、経済対策として実施をする。実際に、２１億円秋田は組んで、そ

れで３３０億円近くの仕事がでるわけですから、ぜひともこれは実施をして頂きたいと思うのです。 

 贅沢であるかどうかではなく、経済対策としてやるのかどうか、経済対策として効果があるのかどうか、

そのことについて、どう考えているかお聞かせ頂きたいと思います。 

【知事】経済対策として、私どもも正に耐震改修や太陽光発電、バリアフリーなど、そういったものと重ね

合わせて出していくことをやっている。さらには、公募型公共事業とか、様々な経済対策と組み合わせてや

っているところであり、そういった効果は総体として一番いい形でもっていくというふうにこれからも考え

ております。 

【梅木】今日、質問をするのに、建築関係の方を昨日訪問して話をしてきました。保険料をはらうのも大変

だ、税金を払うのも大変だ、本当に仕事が無くて困っているわけです。そういう方々に仕事を出すというこ

とでは秋田県の話や与謝野町の話を聞いているわけですね。期待をしている。緊急経済対策として、ぜひと

も、私はやって頂きたいというふうに思います。エコカー減税とか、家電エコポイントをやったわけですね。

経済対策として。足元から経済を温めていく。京都の経済を回していく。このために大変有効だと思います

ので、強く、重ねて実施を求めます。 

農業・雇用・経済に関わる大問題。知事はＴＰＰ参加反対の先頭に立て 

生産者米価暴落に対する緊急支援策を国に求め、府としても実施せよ 

【梅木】最後に、日本の将来を左右するＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）の問題です。 
農林水産省は、ＴＰＰへの参加で、農業生産額は４．５兆円減、食料自給率は４０％から１３％へ急落、

農業の多面的機能は３．７兆円の喪失、ＧＤＰは８．４兆円の減、３５０万人の雇用が失われると試算して
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います。農水省の試算を京都にあてはめれば、ＴＰＰへの参加で、米で１７８億円減、乳製品等で５９億円

減ですから、京都府の農業生産額７００億円の３分の１が失われることになります。中山間地はもとより、

耕作放棄地が急速に広がり、農業・農村が壊滅的な打撃を受けることは明らかです。知事はどう考えておら

れますか。 
先日の知事総括質疑で、加味根議員の質問に、知事は「政府もＴＰＰ参加を決めたわけではない」から「反

対しようがない」と答弁されましたが、関係国との協議が、ＴＰＰへの参加が前提であることは明らかです。

参加を決めてから反対したのでは、遅いのです。真正面からお答えください。 
また知事は、「かなりの影響があることは間違いがない」が「自由貿易が日本の農業に与える打撃を回避

し、地域農業が持続発展していけるよう万全の措置を講じるよう、国に提案している」と答えられましたが、

ＴＰＰは第３条４項で「加盟国は付属文書で決めた日程に従ってすべて関税を撤廃すること」と定めていま

す。知事は、すべての関税を撤廃するＴＰＰへの参加と、京都の地域農業が両立すると考えておられるので

すか。とするならば、その根拠をお示しください。 
ＴＰＰに参加する９カ国のうち６カ国とは、日本は、すでにＦＴＡ・ＥＰＡを締結あるいは合意していま

す。アメリカとオーストラリアとは、農業問題でＦＴＡ交渉が行き詰っており、ＴＰＰへの参加は、そのア

メリカとオーストラリアに農業の門戸を開くことがねらいなのです。輸出を拡大したい日本の自動車・家電

などの大企業とアメリカの要求なのです。 
ＴＰＰへの参加によって得られる実質ＧＤＰの増加は、内閣府の試算ではわずか０．４８～０．６５％で

３兆円前後です。そのために、農業関連のＧＤＰ８．４兆円を失い、３５０万人の雇用を失うＴＰＰを受け

入れる必要があるのでしょうか。 
さらにＴＰＰへの参加は、金融、保険、公共事業の入札、医師、看護師、介護福祉士など労働市場まで開

放し、賃金もアジア諸国の低賃金との競争にさらされます。 
ある自動車メーカーは、海外の生産拠点からオーストラリアへの輸出拡大を図ることを表明していますが、

ＴＰＰへの参加で、儲けるのは輸出大企業だけなのです。日本国内の雇用の空洞化と不安定雇用の拡大、低

賃金化が一気に進む危険があります。知事は、日本の将来に関わる大問題であるＴＰＰへの参加に断固反対

し、府民の運動の先頭に立つべきです。いかがですか、お答えください。 
日本の農産物の平均関税率は、すでに、これまでの輸入自由化で１１．７％になっています。韓国の６２．

２％、ＥＵの１９．５％を下回っているのです。鎖国どころか、開かれています。その結果、日本の食料自

給率は１９６５年の７３％から、昨年度４０％に減っています。これが１３％になったらどうなるのでしょ

うか。一昨年の投機マネーの暴走による食料価格の高騰は記憶に新しいところです。「お金を出せば食料が買

える」時代ではなくなっています。ＦＡＯ（国連農業機関）が９月１４日に発表した世界の慢性的な飢餓人

口は９億２５００万人に上ります。６秒に１人の子どもが餓死しているのです。昨年の食料サミットでは、

「２０５０年には世界人口は９０億人を超える。世界の人々に、食料を供給するためには農業生産を今より

７０％増加する必要がある」と強調しています。 
世界経済が結びついて、貿易が拡大することを否定するわけではありませんが、「食料主権」を認めて各

国の農業、食料を守ること、環境、労働などは市場まかせでなく、国際的な貿易のルールをつくることこそ

が必要なのです。この点についても、知事のご所見をうかがいます。 
今年度、生産者米価が暴落しました。過剰米の緊急買い上げを実施するとともに、再生産が可能な価格保

障、所得補償が必要です。地域農業が持続するために、来年度の再生産が可能な緊急支援を国に求めるとと

もに、京都府としても緊急支援を行うべきと考えますが、いかがですか。お答え下さい。 

【知事】ＴＰＰですが、これは農林水産省の試算というのは、全世界を対象に直ちに関税の完全撤廃を行っ

て、何ら対策を講じないという無策最悪の場合を想定したものでありますけれども、ともかく、何らの対策

も実施せずにＴＰＰに参加すれば、これは食料の自給率の低下だけではなくて、生産者の所得確保、さらに
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は京都府の環境や地域社会にこれでは大変な被害がでるというふうに考えています。 

 その一方で、ＴＰＰに参加しないことを想定した経済産業省の試算では、大企業が儲かるとかいう話では

なくて、ＧＤＰが１０．５兆円減少して８１．２万人の雇用が失われるというものであります。こういった

視点からしますと、こちらでものづくり対策についても何らかの対策を講じなければ、これは海外への企業

流出を招き、京都の経済を支える中小企業にも大きな影響を与える可能性があるというふうに考えています。

中小企業などのものづくり企業と、京都の地域農業とがこの場合には、かなり利害相対する立場である中で、

調和をいかに図っていくのかが今大きな課題となっていると思っています。 

 このためにはまず、やはり国が日本の農業のこれからのあり方と振興策を示すということが、私は第一で

あると考えており、その観点から私も国に対して要望をおこなったところです。 

 貿易のルールづくりは、まさに自国の農業、食糧を守り、環境労働基準も含め、先進国、新興国、また途

上国がそれぞれの立場を主張し、関係国の合意で行っていき、それに対して国が責任をもって対応すべきも

のだと考えております。 

 米の戸別所得補償モデル対策では、標準的な生産費と販売価格をもとに、交付金が支払われるとなってお

り、生産者の資金繰りが悪化しないように、既に支払いが始まっているところですけれども、これも米価下

落に歯止めがかかる需給システムを構築するよう国に要望しているとことです。 

 京都府としても特別栽培米や特Ａ評価の獲得など、付加価値の高い売れる米づくりを進めるなど、農家所

得の確保をこれからも図ってまいりたいと考えています。 

【梅木】ＴＰＰについては、昨日、全国町村長会が特別決議をあげました。そして今日、全国農業会議所が

会議を開いて反対の決議を上げると聞いております。ぜひとも、知事として、これは農業・農村を守るため

に断固反対するべきだということで、お願いをしておきます。 


